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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ガスタービンからの排ガスが導入される排ガス流路内に、高圧、中圧および低圧の３つ
の蒸気圧の蒸気、または高圧および低圧の２つの蒸気圧の蒸気を発生する複数の蒸気発生
系統を設け、
　前記各蒸気発生系統で発生した各圧力の蒸気をそれぞれ蒸気ドラムを介して各蒸気ター
ビンに供給する各蒸気供給系統と、
　前記各蒸気供給系統から各圧力の蒸気を、それぞれ対応する蒸気バイパス弁を介して分
岐させた後に、前記各蒸気タービンで仕事をした後の蒸気を前記蒸気発生系統に供給する
復水にするための復水器へバイパスして流す各蒸気バイパス系統を設け、
　前記各蒸気発生系統のうち、より高圧側の蒸気発生系統に対応する蒸気ドラム又は蒸気
供給系統にのみ、前記蒸気発生系統からの蒸気を大気に放出する蒸気大気放散弁を設け、
　より高圧側の蒸気発生系統に対応する蒸気ドラムの蒸気圧力が設定値以上とならないよ
うに前記蒸気大気放散弁の開度を調整すると共に、さらに、より低圧側の蒸気圧力が設定
値以上に上昇した場合、その圧力上昇分に応じて、より高圧側の蒸気大気放散弁の圧力設
定値を下げる蒸気圧力制御装置を設けた
ことを特徴とする排熱回収ボイラ。
【請求項２】
　前記蒸気発生系統が高圧及び低圧からなる場合には、前記蒸気大気放散弁は高圧蒸気ド
ラム又は高圧蒸気タービンへの高圧蒸気供給系統のみ設けられ、
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　前記蒸気発生系統が高圧、中圧及び低圧からなる場合には、前記蒸気大気放散弁は高圧
蒸気ドラム又は高圧蒸気タービンへの高圧蒸気供給系統のみ設けられるか又は高圧蒸気ド
ラム又は高圧蒸気タービンへの高圧蒸気供給系統と中圧蒸気ドラム又は中圧蒸気タービン
への中圧蒸気供給系統とに設けられる
ことを特徴とする請求項１記載の排熱回収ボイラ。
【請求項３】
　請求項１記載の排熱回収ボイラの蒸気圧力制御方法において、
　より高圧側の蒸気供給系統の蒸気圧力の実測値と設定値の偏差に基づき得られる出力値
と、より低圧側の蒸気供給系統の蒸気圧力の実測値と設定値の偏差に基づき得られる出力
値とを比較して、より高い方の出力値に基づき、より高圧側の蒸気大気放散弁の開度を調
整することを特徴とする排熱回収ボイラの蒸気圧力制御方法。
【請求項４】
　排熱回収ボイラの起動時に作動させることを特徴とする請求項３記載の排熱回収ボイラ
の蒸気圧力制御方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はガスタービン等の排熱を利用し、高圧蒸気ドラムと低圧蒸気ドラムで蒸気を発
生する排熱回収ボイラに係わり、低圧蒸気大気放散弁を必要とせずに低圧蒸気圧力の異常
上昇を防止するのに好適な、さらに安全弁が動作することを防止するのに好適な排熱回収
ボイラの制御装置及びその運用方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　本発明が対象とする排熱回収ボイラの系統を図４に示す。　
　ガスタービン等からの高温の排ガスは煙道１８を流れるが、煙道１８には低圧節炭器２
、低圧蒸発器５、高圧節炭器１１及び高圧蒸発器１４などが下流側から順に設置されてい
る。
【０００３】
　復水ポンプ１から供給された給水は低圧給水調節弁３で流量調節された後、低圧蒸気ド
ラム４と低圧蒸発器５へ順次供給される。　
　低圧蒸気ドラム４で分離された低圧蒸気は低圧蒸気管６を経て、低圧蒸気タービン（図
示せず）に送られる。なお、ボイラ起動時は発生蒸気を低圧蒸気大気放散弁８を経由して
大気に逃がす系統と低圧蒸気タービンバイパス弁７を経由し復水器１９に回収する系統か
ら成る。
【０００４】
　また、給水は低圧節炭器２の出口から連絡管９を通り、高圧給水ポンプ１０で昇圧され
、高圧節炭器１１を通り、高圧給水調節弁１２で流量調節された後、高圧蒸気ドラム１３
と高圧蒸発器１４へ順次供給される。高圧蒸気ドラム１３で分離された高圧蒸気は高圧蒸
気管１５を経て高圧蒸気タービンに送られる。なお起動時は発生蒸気を高圧蒸気大気放散
弁１７を経由して大気に逃がす系統と高圧蒸気タービンバイパス弁１６を経由して復水器
１９に回収する系統から成る。
【０００５】
　従来技術の排熱回収ボイラの制御方法を図３に基づき説明する。　
　図３（ａ）に示す高圧蒸気大気放散弁１７（図４）の制御は、高圧蒸気ドラム圧力発信
器３０からの実際の圧力信号と信号発生器３２で与えられた高圧蒸気圧力設定値を減算器
３１で比較し、その差を比例積分器３３で比例積分して得られた信号で弁開度を制御する
ことで行われる。なお、信号発生器３２で与えられた放散弁１７の高圧蒸気圧力設定値は
復水器１９（図４）の真空上昇後、高圧蒸気タービンバイパス弁１６と切替わるために、
バイパス弁１６の圧力設定値と同じ値とし、固定値である。　
　また復水器１９の真空上昇は復水器１９に設けられた真空ポンプで、ボイラ起動前にし



(3) JP 4905941 B2 2012.3.28

10

20

30

40

50

完了させている。
【０００６】
　また、図３（ｂ）に示す低圧蒸気大気放散弁８の制御も前記高圧蒸気大気放散弁１７と
同様、低圧蒸気ドラム圧力発信器３４からの実際の圧力信号と信号発生器４０で与えられ
た低圧蒸気圧力設定値を減算器３９で比較し、その差を比例積分器４１で比例積分して得
られた信号で弁開度を制御する。なお、信号発生器４０で与える設定値は復水器１９の前
記真空上昇後、低圧蒸気タービンバイパス弁７と切替るために、その圧力設定値と同じ値
とし、固定値である。
【０００７】
　また、特開平６－１１７２７９号公報には、図５に示されるように本発明と同様蒸気大
気放散弁を設置した排熱回収ボイラの制御方法に関する発明が開示されており、蒸気が大
気放散され始めると、ガスタービンの燃料を絞ることに関する発明が記載されているが、
１台の蒸気大気放散弁で複数の系統の蒸気圧力制御を行うことに関する説明はない。
【０００８】
　さらに、特開２００１－２６３００４号公報には、ボイラからタービンに蒸気を供給す
る主蒸気管に通常閉じている大気放出弁を設けておき、タービンがトリップしたときには
タービンの復水量に相当する流量を主蒸気管から放出するように大気放出弁の弁開度を設
定しておく構成が開示されている。
【０００９】
　また、特開２００１－１０８２０１号公報には、高圧ドラムと低圧ドラムを高圧ボイラ
蒸気と低圧ボイラ蒸気を合流させる構成の多重圧排熱回収ボイラにおいて、高圧ボイラ側
の蒸気量の変化により低圧ボイラのドラム内の圧力が変動しないように低圧ボイラの出口
配管に圧力調整弁又は復水器へのバイパス弁を設けた構成が開示されている。
【００１０】
　そこで低圧ボイラ側の蒸気を圧力調整弁を介して高圧ボイラ側の蒸気に合流させること
により低圧ドラム内の圧力の変動が検出されると、圧力変動を抑えるように低圧ボイラの
出口圧力調整弁の開度を制御し、また復水器へのバイパス弁からの圧力変動が検知される
と、バイパス弁の開度を制御することが開示されている。また主に圧力調整弁で圧力を一
定に保ち、更に低圧ドラム内の圧力が上昇すると、バイパスより蒸気を復水器に排出して
圧力を一定に保つことが記載されている。
【特許文献１】特開平６－１１７２７９号公報
【特許文献２】特開２００１－２６３００４号公報
【特許文献３】特開２００１－１０８２０１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　上記特許文献１の従来技術では高圧蒸気大気放散弁と低圧蒸気大気放散弁を設け、高圧
蒸気圧力が設定値以上に上昇した時は高圧蒸気大気放散弁で、低圧蒸気圧力が設定値以上
に上昇した時は低圧蒸気大気放散弁の開度をそれぞれ調節し、蒸気を大気放散することに
よって圧力制御を行っていたため、２台の大気放散弁を設置する必要があり不経済な設計
となっていた。
【００１２】
　上記特許文献２の従来技術では、タービンがトリップしたときには大気放出弁を開放し
てタービンの復水量に相当する流量を主蒸気管から外部に放出することが開示されている
が、このボイラには単一の汽水分離ドラムしか設置されていない。
【００１３】
　上記特許文献３の従来技術では、高圧ドラムと低圧ドラムを最適なサイズにし、高圧ド
ラム側の蒸気量の変動により低圧ドラム内の圧力変動を防止することを目的とし、そのた
めに低圧ボイラの出口配管に圧力調整弁又は復水器へのバイパス弁を設けた構成が開示さ
れているが、高圧蒸気と低圧蒸気を合流させる構成の多重圧排熱回収ボイラであり、そも
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そも高圧タービン蒸気供給系統と低圧タービン蒸気供給系統にそれぞれ大気放散弁を設置
する必要性がないボイラ構成に関する発明である。
【００１４】
　本発明の課題は、より高圧側の蒸気大気放散弁でより高圧側の蒸気圧力を制御するとと
もに、より低圧側の蒸気圧力が設定値以上に上昇した場合も同じ高圧側の蒸気大気放散弁
の開度を調節して、より低圧側の蒸気大気放散弁を設置しなくても、より低圧側の蒸気圧
力の上昇を防止できる蒸気圧力制御装置を備えた排熱回収ボイラとその蒸気圧力制御方法
とその運用方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明は上記課題を解決するために、次の解決手段を採用した。　
　請求項１記載の発明は、ガスタービンからの排ガスが導入される排ガス流路内に、高圧
、中圧および低圧の３つの蒸気圧の蒸気、または高圧および低圧の２つの蒸気圧の蒸気を
発生する複数の蒸気発生系統を設け、前記各蒸気発生系統で発生した各圧力の蒸気をそれ
ぞれ蒸気ドラムを介して各蒸気タービンに供給する各蒸気供給系統と、前記各蒸気供給系
統から各圧力の蒸気を、それぞれ対応する蒸気バイパス弁を介して分岐させた後に、前記
各蒸気タービンで仕事をした後の蒸気を前記蒸気発生系統に供給する復水にするための復
水器へバイパスして流す各蒸気バイパス系統を設け、前記各蒸気発生系統のうち、より高
圧側の蒸気発生系統に対応する蒸気ドラム又は蒸気供給系統にのみ、前記蒸気発生系統か
らの蒸気を大気に放出する蒸気大気放散弁を設け、より高圧側の蒸気発生系統に対応する
蒸気ドラムの蒸気圧力が設定値以上とならないように前記蒸気大気放散弁の開度を調整す
ると共に、さらに、より低圧側の蒸気圧力が設定値以上に上昇した場合、その圧力上昇分
に応じて、より高圧側の蒸気大気放散弁の圧力設定値を下げる蒸気圧力制御装置を設けた
排熱回収ボイラである。
【００１６】
　請求項２記載の発明は、前記蒸気発生系統が高圧及び低圧からなる場合には、前記蒸気
大気放散弁は高圧蒸気ドラム又は高圧蒸気タービンへの高圧蒸気供給系統のみ設けられ、
前記蒸気発生系統が高圧、中圧及び低圧からなる場合には、前記蒸気大気放散弁は高圧蒸
気ドラム又は高圧蒸気タービンへの高圧蒸気供給系統のみ設けられるか又は高圧蒸気ドラ
ム又は高圧蒸気タービンへの高圧蒸気供給系統と中圧蒸気ドラム又は中圧蒸気タービンへ
の中圧蒸気供給系統とに設けられる請求項１記載の排熱回収ボイラである。
【００１７】
　請求項３記載の発明は、請求項１記載の排熱回収ボイラの蒸気圧力制御方法において、
より高圧側の蒸気供給系統の蒸気圧力の実測値と設定値の偏差に基づき得られる出力値と
、より低圧側の蒸気供給系統の蒸気圧力の実測値と設定値の偏差に基づき得られる出力値
とを比較して、より高い方の出力値に基づき、より高圧側の蒸気大気放散弁の開度を調整
する排熱回収ボイラの蒸気圧力制御方法である。
【００１８】
（作用）
　請求項１～４記載の発明によれば、より低圧側の蒸気ドラムからの蒸気圧力が設定値以
下の時は、より高圧側の蒸気ドラムからの蒸気圧力だけを設定値以下となるように、より
高圧側の蒸気大気放散弁の開度を調節するが、低圧蒸気圧力が設定値以上に上昇した場合
のみ、その圧力上昇分に応じ、より高圧側の蒸気大気放散弁の開度を上げる方向に作用す
るため、より高圧側のタービン蒸気からの大気放散量も増加する。その結果、例えば、図
４に示す煙道１８の中で高圧蒸発器１４と高圧節炭器１１での給水と排ガスの熱交換量が
増加し、そのガス流れの後流に設置された低圧蒸発器５での熱交換量がその分減少するた
め低圧蒸気圧力もそれに見合って低下する。
【００１９】
　このように、本発明は、より高圧側の蒸気圧力が設定値以上とならないようにより高圧
側の蒸気大気放散弁の開度を調節すると共に、より低圧側の蒸気圧力が規定値以上に上昇
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した場合、その圧力上昇分に応じてより高圧側の蒸気大気放散弁の圧力設定値を下げて、
より高圧側の蒸気大気放散量を増やし、より低圧側の蒸気圧力の上昇を防ぐようにより高
圧側の蒸気大気放散弁の開度を調整するものである。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、たとえば、プラント起動時に復水器の真空度を上昇させるための補助
蒸気源が無く、排熱回収ボイラから発生した蒸気をタービンバイパス系統経由で復水器へ
回収出来ず、排熱回収ボイラ出口で大気へ放散する運用を行う場合においても、高圧蒸気
大気放散弁１台で、より高圧側のタービン蒸気圧力とより低圧側のタービン蒸気圧力の両
方の上昇を防止することが可能となり、従来技術のように高圧側のタービン蒸気供給系統
と、低圧側のタービン蒸気供給系統にそれぞれに大気放散弁を設置する必要がなくなるた
め経済的な設計が可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　本発明の実施例を図１および図２により説明する。　
　図１に示す構成の高圧側タービン蒸気系と低圧側タービン蒸気系を備えたタービン蒸気
系統において、高圧蒸気大気放散弁１７の制御は、高圧蒸気圧力発信器３０からの実際の
圧力信号と信号発生器３２で与えられた高圧蒸気圧力設定値を減算器３１で比較し、その
差を比例積分器３３で比例積分して得られた信号で高圧蒸気大気放散弁１７の開度を調節
する。
【００２２】
　一方、低圧蒸気圧力発信器３４からの実際の圧力信号と信号発生器３６で与えられた低
圧蒸気圧力設定値を減算器３５で比較し、その差を比例積分器３７で比例積分して得られ
た信号を高圧蒸気圧力制御側の比例積分器３３からの出力信号と高値選択器３８で比較し
、これら２つの出力信号の内の高い方の出力信号を選択して出力し、高圧蒸気大気放散弁
１７の開度を調節する。
【００２３】
　ここで実際の低圧蒸気圧力３４が圧力設定値３６よりも低いときは、高値選択器３８は
高い方の信号として比例積分器３３の出力信号を選択するため、高圧蒸気大気放散弁１７
は、高圧蒸気圧力だけのフィードバック制御により高圧蒸気大気放散弁１７の開度調節を
行う。
【００２４】
　実際の低圧蒸気圧力３４が設定値３６を超えて上昇すると比例積分器３７の出力信号が
増加し、比例積分器３３側の出力よりも高くなり、高値選択器３８で高値として選択され
、低圧蒸気圧力の上昇分だけ高圧蒸気大気放散弁１７の開度を大きくする方向に動作し、
その結果高圧蒸気大気放散量が増加する。
【００２５】
　前記したように高圧蒸気大気放散量が増加すると図４に示す煙道１８の中で高圧蒸発器
１４と高圧節炭器１１の中を通過する給水とガスタービン等からの排ガスとの熱交換量が
増加するため、高圧蒸発器１４出口の排ガス温度が低下する。そのためガス流れの後流に
設置された低圧蒸発器５入口排ガス温度も低くなり、低圧蒸発器５での熱交換量が、その
分減少するため低圧蒸気圧力もそれに見合って低下する。
【００２６】
　前記の高圧蒸気大気放散量が増加することにより低圧蒸気圧力が低下するメカニズムを
図５により説明する。　
　図５の横軸は煙道１８内に設置された図４の高圧蒸発器１４から低圧節炭器２とガス流
れの上流から下流に向かって配置の通り示したものであり、縦軸は排ガス温度と流体温度
を示す。
【００２７】
　ここで実線で示した排ガス温度と流体温度は実際の低圧蒸気圧力が低圧蒸気圧力設定値
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よりも低い場合を示す。ガスタービン等からの排ガスは高圧蒸発器１４、高圧節炭器１１
、低圧蒸発器５及び低圧節炭器２の各バンクで給水（流体）と熱交換されるためガス流れ
の後流になるほど排ガス温度は順次低下している。一方、高圧蒸発器１４と低圧蒸発器５
の内部の流体温度は蒸気圧力の飽和時の温度であり、この排ガス温度と流体温度の差（Δ
Ｔ）が各バンクにおける熱吸収量となる。
【００２８】
　点線で示した線は高圧蒸気大気放散量が増加した場合の排ガス温度と流体温度をそれぞ
れ示す。　
　高圧蒸気大気放散弁１７の開度が増加し、大気放散量が増加すると高圧蒸気圧力が低下
することで高圧蒸発器１４の内部流体温度も高圧蒸気圧力の低下分に対応した温度に低下
する。高圧蒸発器１４の内部流体温度が低下すると排ガスとの熱交換が増加するため高圧
蒸発器１４を通過した排ガス温度の低下は大きくなり、そのガス流れ後流に設置された低
圧蒸発器５の入口の排ガス温度も低下するため低圧蒸発器５の内部での排ガスとの熱交換
量が低下するため低圧蒸気圧力もそれに見合って低下するものである。
【００２９】
　上記実施例では、高圧蒸気ドラム１３と低圧蒸気ドラム４からなる複圧式排熱収ボイラ
を例に説明しているが、高圧、中圧、低圧蒸気ドラムからなる３重圧式排熱回収ボイラに
おいても中圧又は低圧蒸気ドラム圧力が規定値以上に異常上昇した場合、本発明と同様の
方法で、それらの圧力上昇分に応じ高圧蒸気大気放散弁１７の開度を上げる方向に作用す
るため、高圧蒸気大気放散弁１７の１台で高圧、中圧、低圧蒸気圧力が異常に上昇するこ
とを防ぐことが可能である。つまり中圧、低圧大気放散弁を不設置とすることが可能とな
る。また、高圧用の大気放散弁１７の容量によっては、中圧用の大気放散弁を設けること
ができる。
【００３０】
　なお、三重圧のタービン蒸気供給系統の場合には、高圧用の大気放散弁１７のみとする
こともできるが、この場合は、経済性は高いが制御の余裕代が小さくなる。
【産業上の利用可能性】
【００３１】
　発電プラントの場合は通常排熱回収ボイラが複数台設置されかつ補助ボイラを有するた
めプラント起動時は補助ボイラ又は他の運転中の排熱回収ボイラから必ず補助蒸気の供給
が可能な設計となっているが、イニシャルコストを抑える目的で補助ボイラの容量低減等
でプラント起動時、補助蒸気の供給が行えない状態でプラント起動を要求されるケースが
あるが、本発明はこのような場合にも対応でき、産業上の利用可能性が高い。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】本発明の実施例の排熱回収ボイラの蒸気供給系統図である。
【図２】本発明の実施例の排熱回収ボイラ蒸気圧力制御装置を示す図である。
【図３】従来技術の排熱回収ボイラ制御装置を示す図である。
【図４】従来技術の排熱回収ボイラの蒸気供給系統図である。
【図５】排熱回収ボイラの煙道内での排ガス温度と流体温度の変化を示す図である。
【符号の説明】
【００３３】
　１　　復水ポンプ　　　　　　　　　　２　　低圧節炭器
　３　　低圧給水調節弁　　　　　　　　４　　低圧蒸気ドラム
　５　　低圧蒸発器　　　　　　　　　　６　　低圧蒸気管
　７　　低圧蒸気タービンバイパス弁　　８　　低圧蒸気大気放散弁
　９　　連絡管　　　　　　　　　　　　１０　高圧給水ポンプ
　１１　高圧節炭器　　　　　　　　　　１２　高圧給水調節弁
　１３　高圧蒸気ドラム　　　　　　　　１４　高圧蒸発器
　１５　高圧蒸気管　　　　　　　　　　１６　高圧蒸気タービンバイパス弁
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　１７　高圧蒸気大気放散弁　　　　　　１８　煙道
　１９　復水器　　　　　　　　　　　　３０　高圧蒸気圧力発信器
　３１，３５，３９　減算器　　　　　　３２，３６，４０　信号発生器
　３３，３７，４１　比例積分器　　　　３４　低圧蒸気圧力発信器
　３８　高値選択器

【図１】 【図２】
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【図５】



(9) JP 4905941 B2 2012.3.28

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開昭６１－１９７９０１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－０９２７２１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６２－２７６３０２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１０－１８４３９３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０９－２１０３０１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－２６３００４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－１０８２０１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－１１７２７９（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｆ２２Ｂ　　　１／１８
              Ｆ２２Ｂ　　３５／００
              Ｆ２２Ｂ　　３７／４２　　　　
              Ｆ０１Ｋ　　２３／１０
              Ｆ０２Ｃ　　　６／１８


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

